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○上尾市商業の振興に関する基本条例  

平成１８年６月２８日  

条例第２９号  

（目的）  

第１条  この条例は、商業の発展が地域の経済及び社会に果たす役割の重要

性にかんがみ、商業の振興に関する基本的な事項を定めることにより、そ

の基盤の強化及び健全な発展を促し、もって地域社会の発展に寄与するこ

とを目的とする。  

（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。  

（１）  商店会  商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）に規定

する商店街振興組合若しくは中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第

１８１号）第３条第１号の事業協同組合（商業に係るものに限る。）又

は商業の振興に関する活動を協同して行うことを目的に任意に組織され

た商業者（市内において商業を営む者をいう。以下同じ。）の団体であ

って、主に商店街が形成されている一定の区域において当該活動を行う

ものをいう。  

（２）  大規模小売店舗  大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１

号）第２条第２項に規定する大規模小売店舗をいう。  

（３）  中規模小売店舗  一の建物（一の建物として規則で定めるものを

含む。）であって、その建物内の店舗面積（小売業（飲食店業を除くも

のとし、物品加工修理業を含む。以下同じ。）を行うための店舗の用に

供される床面積をいう。）の合計が５００平方メートル以上１ ,０００平

方メートル以下のものをいう。  

（市の責務）  

第３条  市は、国、埼玉県、商工会議所（商工会議所法（昭和２８年法律第

１４３号）に規定する商工会議所で本市の区域を同法第８条第１項に規定

する地区とするものをいう。）その他の市内における商業の総合的な改善

発達を図ることを目的とする団体（次条において「商工会議所等」という。）

と連携した上で、商業者及び商店会と協働して商店街の活性化に必要な施
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策の実施に努めるものとする。  

２  市は、商業者及び商店会に対する支援を行うことにより商業の振興を図

り、もって地域社会の活性化に努めるものとする。  

（商工会議所等の責務）  

第４条  商工会議所等は、商業者の事業活動に対する支援を行うとともに、

市と協力して、商業の振興を目的とする施策の実施に努めるものとする。  

（商店会の責務）  

第５条  商店会は、当該商店会の存する地域の市民、団体等と連携して商店

街の活性化を図ることにより、にぎわいと交流のある地域づくりに努める

ものとする。  

２  商店会は、消費者の利便性の向上を図るため、商店街における快適な環

境の整備に努めるものとする。  

３  商店会は、その活動の基盤を強化するため、組織の充実に努めるものと

する。  

（市民の協力）  

第６条  市民は、市内における商業の振興が市民生活の向上及び地域社会の

活性化に寄与することを踏まえ、市内における商業の振興を図ることを目

的とする事業その他の取組に協力するよう努めるものとする。  

（大規模小売店舗等において小売業を行う者による地域貢献事業の実施

等）  

第７条  大規模小売店舗又は中規模小売店舗（以下「大規模小売店舗等」と

いう。）において小売業を行う者は、自らが地域社会における構成員であ

るとの認識に立って、次に掲げる事項に関する事業（以下「地域貢献事業」

という。）の実施に努めるとともに、公共的団体その他の者が行う地域貢

献事業に参加し、又は協力するよう努めなければならない。  

（１）  地域社会の活性化対策  

（２）  地域における雇用対策  

（３）  ごみの減量その他の環境対策  

（４）  防犯対策  

（５）  青少年の非行防止対策  

（６）  防災対策  
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（７）  その他この条例の目的を達成するために市長が必要と認める事項  

（地域貢献計画書の作成及び提出）  

第８条  本市の区域に存する大規模小売店舗等において小売業を行おうとす

る者（地域貢献事業を効率的に実施するために必要があると市長が認める

ときは、当該大規模小売店舗等において小売業を行おうとする者で組織さ

れる団体）は、あらかじめ、規則で定めるところにより、地域貢献事業に

関する計画書（以下「地域貢献計画書」という。）を作成し、市長に提出

しなければならない。  

２  本市の区域に存する大規模小売店舗等において小売業を行っている者

（地域貢献事業を効率的に実施するために必要があると市長が認めるとき

は、当該大規模小売店舗等において小売業を行っている者で組織された団

体）は、毎年度、規則で定めるところにより、地域貢献計画書を作成し、

市長に提出しなければならない。  

（報告の聴取等）  

第９条  市長は、次に掲げる場合において必要があると認めるときは、この

条例の施行に必要な限度において、前条第１項又は第２項の規定により地

域貢献計画書を提出した者に対し、当該地域貢献計画書に記載された事項

について報告を求め、又はその適正な実施に関して必要な指導及び助言を

することができる。  

（１）  地域貢献計画書に記載された事項の実施が著しくされていないと

認められる場合  

（２）  前号に掲げる場合のほか、第７条各号に掲げる事項についての取

組の状況が地域貢献計画書に記載されている内容と著しく異なると認め

られる場合  

（委任）  

第１０条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。  

附  則  

この条例は、平成１８年７月１日から施行する。  

 


